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当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策） 

の非継続（廃止）について 

 

当社は、本日の取締役会において、平成 29 年６月９日開催予定の第 38 期定時株主

総会（以下「本定時株主総会」といいます。）終結の時を有効期限とする「当社株式

等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を継続せずに廃止することを決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．買収防衛策の導入から現在に至るまでの経緯 

（１）当社は、平成 20 年６月 19 日開催の第 29 期定時株主総会決議により「当

社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「旧施策」

といいます。）を導入し、平成 22 年６月 18 日開催の第 31 期定時株主総会

および平成 24 年６月 15 日開催の第 33 期定時株主総会でそれぞれ旧施策

の継続についてご承認いただきましたが、平成 26 年６月 16 日開催の第

35 期定時株主総会において、旧施策の継続は否決されました。 

（２）このため、平成 27 年６月 12 日開催の第 36 期定時株主総会において、所

要の変更を行ったうえ、改めて「当社株式等の大規模買付行為に関する対

応策（買収防衛策）導入の件」（以下「現施策」といいます。）をご承認い

ただき、現在に至っております。現施策は、平成 29 年６月９日開催予定

の第 38 期定時株主総会終結の時をもって有効期間が満了となります。 

 

 



２．現施策を非継続（廃止）とした理由 

（１）業界環境が大きく変化する状況のもと、当社はコンテンツ資産を活用し 

営業利益は４期連続増益を実現することができました。また、現施策の有

効期間満了を迎えるにあたりその継続の是非について、あらゆる観点から

議論を重ねたほか、国内外の機関投資家等と積極的に対話を進め、買収防

衛策に関する基本方針、意向等の聴取や意見交換を行ってまいりました。

こうした対話の中で買収防衛策に対する海外機関投資家等の姿勢が一段

と厳しくなっていることに加え、国内機関投資家もスチュワードシップ・

コードの影響等により議決権行使基準を厳格化する傾向にあるなど、買収

防衛策を取り巻く環境が変化していることを実感するとともに、多数の機

関投資家等から現施策の継続について理解を得るのは容易ではないとの

判断に至りました。 

（２）一方で、平成 20 年６月の導入から継続、否決、再導入を通じて法令等の

関連知識やノウハウの会得に加え、様々な経験を積んだことにより敵対的

な大規模買付行為に対する当社独自の対応策の策定や担当スタッフの育

成など、一定の社内体制を構築するとともに、当該対応策が適切に機能す

るよう鋭意整備を進めております。 

 

３．現施策の非継続（廃止）後の対応 

   当社は、買収防衛策の有無にかかわらず、引き続き企業価値および株主共同

の利益の確保・向上に取り組んでまいります。 

また、現施策を非継続（廃止）した後に敵対的な当社株式等の大規模買付行

為がなされた場合は、当該大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断で

きるよう、必要な情報収集や時間の確保に努めるとともに、上述の社内体制の

拡充や金融商品取引法、会社法その他法令の許容する範囲内で所要の対策を講

じてまいります。 

 

以  上 


